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超高齢化対策に役立つ新しい社会科学 Population Health
日本にはPopulation Healthに取り組む大学は皆無
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世界のｺﾝｾﾝｻｽ

（出所）David B Nash 編
Population Health Creating a Culture of Wellness
2019 Jones & Bartlett Learning LLC



ｺﾛﾅ禍と超高齢化に共通する論点

①医療・介護・福祉の構造改革のｷｰﾜｰﾄﾞは Integration
⇒人口100万人前後の広域圏毎にIntegration（経営統合）したｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ事業体
（Integrated Healthcare Network）がなければ他の事業体との連携は成立しない
⇒21世紀の世界標準の医療制度は財源（保険者）と中核医療事業体が連結した
仕組み

②全体最適の意思決定を継続するための経営形態（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ）として
は非営利ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ（求心力がお金ではなく参加者の信頼関係）が理想
⇒医療・介護・福祉では利益が特定個人に帰属しない組織構造でなければ
ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄになりえないし、有事に機能しない

③ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾍﾙｽ変革の成否はﾃｸﾉﾛｼﾞｰではなく組織ｶﾙﾁｬｰが鍵

④患者情報共有基盤となるﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ組織の存在が必須条件
⇒全国にIHN を配置すること抜きで全国保健医療情報ﾈｯﾄﾜｰｸは実現しない
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日本版公立 IHNを全ての都道府県に配置する方法

地域医療連携推進法人

（直営病院）
国立病院、労災病院、地域医療機能推進機構病院、
国立大学附属病院を原則都道府県単位で経営統合

注）大学から附属病院分離は大学設置基準改正済み

（役割）
◇平時から医療資源の全体最適配分をﾘｰﾄﾞ
◇有事に病床確保の中心になり知事の下で指揮権発動
◇患者情報共有のﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
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民間医療機関

機能分担

必要な追加財源を利息非課税永久債で調達
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（連載第13回から抜粋）
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しかし、筆者が恐れているのはCOVID-19によるパンデミックが第7波、第8波と続くことではない。この
程度の感染症拡大で機能不全に陥る医療提供体制のままでは首都圏直下型大地震が発生した時に
人々を救えないことである。
表3のとおり、パンデミックでは医療施設、交通機関は物理的に破壊されておらず医療スタッフも短期
間で復帰してくる。これに対して、首都圏直下型大地震では医療施設、交通機関は損壊し被災した医
療スタッフが職場復帰することも困難を伴う。その時、個々の国公立病院が受けた被害には格差が生
じており、病院長たちは自分の病院の医療立て直しで頭がいっぱいとなり、政府が首都圏全体の医療
体制再構築のため病院間の役割分担の調整をしようとしても動きが鈍くなる。
しかし、平時から国公立病院を広域医療圏ごとに一体化して有事でも全体がチームとして動く組織カ
ルチャーを醸成しておけば、首都圏直下型大地震においても全体最適の意思決定を迅速に行って経
営資源の再配分、セーフティネット機能の早期回復が可能になると期待できる。英国のNHSがこのよう
な仕組みになっているからこそ、新たな変異株が登場する中でもジョンソン首相がコロナ関連行動規
制・支援策の撤廃を決めることができるのである。

IHN は超高齢化の中で公的制度の狭間に落ちた社会的ｻｰﾋﾞｽにも不可欠



Integrated Care Provider (ICP) contracts

統合ｹｱ提供契約を締結

NHS Trusts / NHS Foundation Trusts
<77>               <150>

二次医療、ｺﾐｭﾆﾃｨｻｰﾋﾞｽ、救急ｻｰﾋﾞｽを提供

Local Authorities
<151>

公衆衛生と社会的ｻｰﾋﾞｽを担当

Integrated Care Systems (ICSs) / Sustainability and Transformation Partnerships (STPs)を形成

NHS England / NHS Improvement
財源配分と連携する国・地域ﾁｰﾑを通じてﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを発揮

Clinical Commissioning Groups
<135>

Primary Care Networks
<約 1,300>

英国政府（世界最大のIntegrated Care Systemを構築し誇示）
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矢印は財源の流れ



100％出資子会社（合計職員数 11,800）

州医療省大臣

AHS理事会

AHS
President & CEO

ｹｱｻｰﾋﾞｽ提供部門

North地区

Edmonton地区

Central地区

Calgary地区

South地区

Capital Care Group
重度要介護者ｹｱ事業

Care west
介護を含む生活支援事業

Alberta Precision Laboratories
診断検査事業

情報ｼｽﾃﾑ部門
My Health Records（PHR）、ZOOMを活用したｵﾝﾗｲﾝ診療

財務部門
（2021年3月期予算 169億加ﾄﾞﾙ）

うちｺﾛﾅ医療費 17億加ﾄﾞﾙ

職員数 103,000、参加医師・歯科医師数 10,800、協力ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ数 15,100
急性期病院 106（病床 8,515）、精神科施設 5、急性期以外の病床 27,774
ﾌﾟﾗｲﾏﾘｹｱﾈｯﾄﾜｰｸ 41

Canada ｱﾙﾊﾞｰﾀ州は州民(442万人）全体をｶﾊﾞｰする公立病院IHNを構築
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Northwell Health
NY州で最も多くのｺﾛﾅ患者を治療した非営利民間 IHN

ーー 1997年に 2 つの IHN が合併して誕生 ーー
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＜2021年12月期ﾃﾞｰﾀ＞
職員数 79,000人
うち直接雇用医師 4,900人（＋提携医師 7千人）

看護師 18,900人 (＋ｺﾛﾅ下ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 5千人)
◆病院21   ◆病院以外の拠点数 850

患者の症状によってAIが治療場所を選択指示

医療圏人口
1,100万人



ｷﾔﾉﾝ戦略研WEBｻｲﾄで公開している連載論文

第1回 総論：医療ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究の軌跡

第2回 各論ｶﾅﾀﾞ：主要4州の医療制度の特徴、ｺﾛﾅ禍で加速し始めた医療ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

第3回 各論ｵｰｽﾄﾗﾘｱ：医療改革を推進する斬新なｱｲﾃﾞｱと的確な手順

第4回 各論英国：医療の中核組織NHSの構造、医療ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの社会実装で欧州No.1

第5回 各論米国：ｺﾛﾅ禍で医療ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを牽引する Integrated Healthcare Network

第6回 日本のｺﾛﾅ対策失敗の本質

第7回 収束しないｺﾛﾅ禍に耐えうる医療提供体制

第8回 社会経済活動の新常態移行に向けた課題

第9回 患者漂流の医療崩壊が繰り返される中、医療法人は増収増益

第10回 ｺﾛﾅ禍での診療報酬本体ﾌﾟﾗｽ改定の検証と英国ｺﾛﾅ政策からの教訓

第11回 ｵﾐｸﾛﾝ型変異株感染拡大対応の日米比較

第12回 ｵｰｽﾄﾗﾘｱとｶﾅﾀﾞにおけるｵﾐｸﾛﾝ型変異株との闘いから学ぶ

第13回 ｺﾛﾅ関連行動規制・支援策の撤廃を決めた英国から学ぶ

第14回 ｺﾛﾅ禍継続の中ﾆｭｰﾉｰﾏﾙに移行する米国と移行できない日本

第15回 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾍﾙｽの基盤を確立し次なる変革に挑むｶﾅﾀﾞと英国

第16回 医療の構造改革断行を迫られる日本と金利引き上げを伴い新常態移行する米国
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